
（単位：千円）

令和８年度 令和７年度 比較 増減率
予算額 予算額 （Ａ）－（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

（Ａ） （B） （Ｃ）

55,535,259 54,311,086 1,224,173 2.3%

 個人市民税 23,687,361 22,840,773 846,588 3.7%

 法人市民税 3,053,516 3,073,476 △ 19,960 △ 0.6%

 固定資産税 21,082,706 20,776,599 306,107 1.5%

630,000 632,000 △ 2,000 △ 0.3%

150,000 150,000 0 0.0%

600,000 306,000 294,000 96.1%

800,000 200,000 600,000 300.0%

8,800,000 7,800,000 1,000,000 12.8%

920,000 882,000 38,000 4.3%

43,400 43,400 0 0.0%

1 183,000 △ 182,999 △ 100.0%

530,000 319,000 211,000 66.1%

16,100,000 15,400,000 700,000 4.5%

27,000 32,000 △ 5,000 △ 15.6%

790,138 1,040,685 △ 250,547 △ 24.1%

1,865,282 2,261,968 △ 396,686 △ 17.5%

35,009,343 35,824,510 △ 815,167 △ 2.3%

13,880,866 12,826,262 1,054,604 8.2%

331,605 255,879 75,726 29.6%

1,000,002 800,002 200,000 25.0%

7,195,330 6,566,504 628,826 9.6%

2,867,035 3,725,468 △ 858,433 △ 23.0%

4,114,700 5,903,800 △ 1,789,100 △ 30.3%

151,189,961 149,463,564 1,726,397 1.2%

 ５．株式等譲渡所得割交付金

 ６．地方消費税交付金

 ８．ゴルフ場利用税交付金

 １．市   税

 ２．地方譲与税

 ３．利子割交付金

 ４．配当割交付金

１３．分担金及び負担金

１５．国庫支出金

１６．府 支 出 金

 ７．法人事業税交付金

１０．地方特例交付金

１１．地方交付税

１２．交通安全対策特別交付金

 ９．環境性能割交付金

一般会計歳入予算対前年度比較表

２１．市   債

歳 入 合 計

主
な
内
訳

科   目

１７．財 産 収 入

１８．寄 附 金

１９．繰 入 金

２０．諸 収 入

１４．使用料及び手数料



（単位：円）

令和８年度 令和７年度 比較 増減率
予算額 予算額 （Ａ）－（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

（Ａ） （B） （Ｃ）

161,703 157,408 4,295 2.7%

個人市民税 68,971 66,199 2,772 4.2%

法人市民税 8,891 8,908 △ 17 △ 0.2%

固定資産税 61,387 60,216 1,171 1.9%

1,834 1,832 2 0.1%

437 435 2 0.5%

1,747 887 860 97.0%

2,329 580 1,749 301.6%

25,623 22,606 3,017 13.3%

2,679 2,556 123 4.8%

126 126 0 0.0%

0 530 △ 530 △ 100.0%

1,543 925 618 66.8%

46,879 44,633 2,246 5.0%

79 93 △ 14 △ 15.1%

2,301 3,016 △ 715 △ 23.7%

5,431 6,556 △ 1,125 △ 17.2%

101,938 103,829 △ 1,891 △ 1.8%

40,417 37,174 3,243 8.7%

966 742 224 30.2%

2,912 2,319 593 25.6%

20,951 19,031 1,920 10.1%

8,348 10,797 △ 2,449 △ 22.7%

11,981 17,111 △ 5,130 △ 30.0%

440,224 433,185 7,039 1.6%

科   目

１９．繰 入 金

２０．諸 収 入

１５．国庫支出金

１６．府 支 出 金

１７．財 産 収 入

１８．寄 附 金

１２．交通安全対策特別交付金

１３．分担金及び負担金

１４．使用料及び手数料

歳 入 合 計

２１．市   債

 ７．法人事業税交付金

１０．地方特例交付金

１１．地方交付税

 ９．環境性能割交付金

一般会計歳入予算対前年度比較表（市民一人あたりの額）

※　市民一人あたりの額とは、令和８年度予算額については令和８年２月末の住民基本台帳人口
（３４３，４３９人）で、令和７年度予算額については令和７年２月末の住民基本台帳人口（３４５，０３４
人）でそれぞれ割った額を表記しています。
※　端数処理については、表示単位未満で行っています。

主
な
内
訳

 １．市   税

 ２．地方譲与税

 ３．利子割交付金

 ４．配当割交付金

 ５．株式等譲渡所得割交付金

 ６．地方消費税交付金

 ８．ゴルフ場利用税交付金



＜主な項目について＞（金額は百万円未満で四捨五入、かっこ内は対前年度比）                           

 

●市  税：５５５億３，５００万円 （１２億２，４００万円増 ２．３％） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

個人市民税 ２３６億８，７００万円 ２２８億４，１００万円 ８億４，６００万円 

法人市民税 ３０億５，４００万円 ３０億７，３００万円 △１，９００万円 

固定資産税 ２１０億８，３００万円 ２０７億７，７００万円 ３億６００万円 

 

●株式等譲渡所得割交付金：８億円 (６億円増 ３００．０％） 

 

●地方消費税交付金：８８億円 (１０億円増 １２．８％） 

 

●地方特例交付金：５億３，０００万円 （２億１，１００万円増 ６６．１％） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

個人住民税減収補填特

例交付金 
２億９，６００万円 ３億１，４００万円 △１，８００万円 

自動車税・軽自動車税

減収補填特例交付金 
２億１，１００万円 - ２億１，１００万円 

 

 

 



●地方交付税：１６１億円 （７億円増 ４．５％） 

※普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える額（財源不足額）を

基礎として国から交付されます。 

※特別交付税は、普通交付税で捕捉されない災害等の特別な財政需要に対して

交付されます。 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

普通交付税 １５７億円 １５０億円 ７億円 

特別交付税 ４億円 ４億円 - 

 

●国庫支出金：３５０億９００万円 （８億１，６００万円減 △２．３％） 

（増減の大きいもの） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

障がい者自立支援事業

費負担金 
６１億２，７００万円 ５５億１，９００万円 ６億８００万円 

子どものための教育・保

育給付交付金 
５８億７，１００万円 ５３億９，８００万円 ４億７，３００万円 

物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金 
７億円 １３億９００万円 △６億９００万円 

社会資本整備総合交付

金 
７億２，３００万円 １４億９，１００万円 △７億６，８００万円 

児童手当負担金 ５８億１，３００万円 ７１億８，７００万円 △１３億７，４００万円 

 

 

 



●府支出金 ：１３８億８，１００万円 （１０億５，５００万円増 ８．２％） 

（増減の大きいもの） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

給食費負担軽減交付金 ９億２，７００万円 － ９億２，７００万円 

障がい者自立支援事業

費負担金 
３０億５，３００万円 ２７億４，９００万円 ３億４００万円 

基幹統計調査費委託金 １，７００万円 ２億８，８００万円 △２億７，１００万円 

公立学校情報機器整備

事業費補助金 
３億２，８００万円 ７億円 △３億７，２００万円 

 

●繰入金：７１億９，５００万円 （６億２，９００万円増 ９．６％） 

（増減の大きいもの） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

公共施設等総合管理基

金 
３５億円 ３２億６，０００万円 ２億４，０００万円 

財政調整基金 ３２億４，０００万円 ３１億円 １億４，０００万円 

 

 

 

 

 

 



 

●諸収入：２８億６，７００万円 （８億５，８００万円減 △２３．０％） 

（増減の大きいもの） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

デジタル基盤改革支援

補助金 
４億５００万円 ８億４，５００万円 △４億４，０００万円 

学校給食収入 ７億３，８００万円 １４億２００万円 △６億６，４００万円 

 

●市債：４１億１，５００万円 （１７億８，９００万円減 △３０．３％） 

項目 

令和８年度 令和７年度 比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
当初予算額（Ａ） 当初予算額（B） 

市債 

うち臨時財政対策債 

４１億１，５００万円 

－ 

５９億４００万円 

－ 

△１７億８，９００万円 

 － 

 


